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◆国民経済計算～1－3月期・２次速報～　　6月13日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で、1.2％。 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が1.3％、財貨・サービスの純輸出（外需）が－０．１％ 

◆夏季における連続休暇の実施予定状況調査～平成17年～　　6月15日（厚生労働省）  

　・連続休暇を実施予定の事業場割合は90.3％。 

　・平均連続休暇日数は7.7日。 

◆脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償～平成16年度～　　6月17日（厚生労働省） 

　・脳・心臓疾患を労働災害と認定した件数は、前年度に比べ20件減少の294件。うち過労死は150件（前年度比8件

減少） 

　・精神障害等を労働災害と認定した件数は、前年度に比べ22件増加の130件。うち自殺（未遂を含む。）は45件（前

年度比５件増加） 

◆法人企業景気予測調査～4－6月期～　　6月23日（内閣府・財務省発表）  

　・従業員数判断ＢＳＩ（「不足気味」―「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超となっている。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～６月～　　7月1日（日本銀行） 

　・全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」）は、製造業で18（前期14、先行き17）非製造業では15（前期11、

先行き14）。 

　・雇用人員判断D.I.（「過剰」－「不足」）は、大企業全産業で０（前期１、先行き－1）。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

6月10日～7月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

企業が求める人材の能力等に関する調査～平成16年度～　　6月28日（厚生労働省） 

～正社員中途採用者数が増加～～ 
　平成17年度末までに採用を考えている労働者（新規学卒者の正社員採用を除く。）数は179.2万人であった。これ
を雇用・活用形態別の割合で、平成15年度の同調査の割合と比較してみると、中途採用正社員の割合が39.7％から
43.9％に増加、フルタイムの契約社員・嘱託社員が16.0％から17.2％に増加している。一方、短時間勤務のパートタ
イマー・アルバイト
が36.0％から29.7％
に減少した。 
　また、正規労働者
の採用予定を産業別
にみてみると、卸
売・小売業が25.7％、
製造業が20.3％と多
くなっている。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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民営職業紹介と求人広告 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　仕事を探すとき、公共職業安定所での紹介のほか、民営職業紹介所、学校、求人広告、縁故といった様々
な方法があります。今回は、これらのうち民間の事業に注目し、民営職業紹介と求人広告についての統計
調査の紹介を行います。 
 
　さて、求人者と求職者との間をとりもつ職業紹介には、民営で職業紹介に関し手数料又は報酬を受けて
行う有料職業紹介事業と、職業紹介に関し手数料又は報酬を受けないで行う無料職業紹介事業とがあります。
これら民営の職業紹介についての統計調査としては、厚生労働省「職業紹介事業報告」というものがあり
ます。 
　これは、職業安定法第32条の16の規定に基づき、民営職業紹介事業の事業主により年度毎に提出される「職
業紹介事業報告」を取りまとめたもので、民営職業紹介事業所数、新規求職申込件数、求人数、就職件数、
手数料収入などが集計されています。ちなみに、平成15年度職業紹介事業報告によれば、民営職業紹介事
業所は7,774事業所、新規求職申込件数約168万件、求人数約130万人、就職件数約30万件となっています。 
　また、就職の手段として、職業紹介事業による就職のほかに、求人広告を見て応募し、就職するという
ケースがあります。この求人広告の件数が全国求人情報協会により、求人広告掲載件数として毎月集計さ
れています。このデータは、(社)全国求人情報協会会員社が発行している求人メディア（市販求人情報誌（87
誌）、フリーペーパー（160誌）、折込求人紙（340誌）、求人サイト８社）に掲載された求人広告件数を
集計したもので、ちなみに、2005年５月現在での求人広告件数はメディア全体では50万5,167件となってい
ます（図）。 
 
　なお、就職の経路については、厚生労働省「雇用動向調査」において、入職者が、公共職業安定所、民
営職業紹介所、学校、求人情報誌・インターネット等を含む広告など、どのような経路で、就職したかに
ついての統計数値を得ることができます。 
　また、総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」においては、失業者が仕事を探す方法として、公共職
業安定所、民営職業紹介所、派遣事業、学校、求人情報誌・インターネット等を含む広告など、どのよう
な方法で求職しているかという統計数値を得ることができます。 
　さらに、労働政策研究・研修機構における職業紹介に関する調査研究として、今号で紹介している「ホ
ワイトカラー有料職業紹介事業の運営と紹介業務従事者に関する事例研究」（労働政策研究報告書№37、2005）
があります。 
 


